
基幹統計の点検及び今後の対応について

平成３１年１月２４日

総 務 省



経 緯
毎月勤労統計における不適切事案を受けて、各府省において点検を実施し、総務省

において結果をとりまとめた。

対 象：基幹統計（５６）

点検項目：毎月勤労統計の事案を踏まえ、以下の項目について調査
・調査対象の選定方法（全数調査／抽出調査の別、抽出方法、抽出率、報告者数等）につ
いて、総務大臣が承認した調査計画や対外的な説明のとおり行われているか。
抽出調査においては、必要な復元推計が行われているか。

・加工統計（6）について、総務大臣に通知された作成方法で行われているか

このほか、各府省において把握した不適切な事案について報告を求めた。

点検方法：各府省が統計幹事を中心に自ら点検を実施し、総務省がその結果をとりまとめ

実施府省：基幹統計所管の府省等
（内閣府、総務省、財務省、国税庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）

経緯及び点検方法

※集計プログラムにおける 復元処理の点検を含む
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点検結果及び今後の対応 ①

点検結果

〇 毎月勤労統計のように、承認された計画や対外的な説明内容に照らして、実際の調査方法、
復元推計の実施状況に問題のある事案はなかった。

〇 このほか、以下の報告があった。
・事業者の誤記載により一部誤った結果数値を公表しており訂正が必要（１統計）
・計画上の集計事項の中に集計、公表されていない事項（９統計）
・都道府県の抽出方法が細部において国が示したものと相違（１統計）
・その他手続等の問題（16統計）

これらについては、調査結果の訂正等、必要な対応が行われる。

今後の対応

〇今後については、さらなる信頼回復に向けて、統計委員会に新たな専門部会（仮称）を設置して、基
幹統計に加えて一般統計についても、再発防止、統計の品質向上を目指した検証を行うよう要請
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点検結果及び今後の対応 ②

〇結果数値の訂正が必要なもの

統計名 概要及び今後の対応

建設工事統計
（国土交通省）

【概要】
平成30年12月27日の建設工事受注動態統計調査（大手50社調査）の結果（平成30年11月分）公表後、

外部から「施工高」及び「手持ち工事高」が他の月と比べて大きな数値となっているとの指摘を受け、国土
交通省において精査を行ったところ、事業者からの報告内容に誤記載があり、公表値が実態よりも大き
い値で公表されていることが判明した。更に確認したところ、他の７事業者についても誤記載などが判明。

【今後の対応】
正確な値を確認した上で訂正して公表する。

〇計画上の集計事項の中に集計・公表されていないものがある

統計名 概要及び今後の対応

住宅・土地統計、経済構造統計、
全国消費実態統計（総務省）

法人企業統計（財務省）

学校教員統計（文部科学省）

毎月勤労統計（厚生労働省）

建築着工統計、鉄道車両等生産
動態統計（国土交通省）

経済産業省企業活動基本統計
（経済産業省）

【概要】
集計・公表が行われなかった事項

住宅・土地統計（都市計画地域区分・市区町村別）、経済構造統計（本所所在地・会社以外の法人等別）、全国消費
実態統計（耐久消費財普及率・取得時期別）、法人企業統計（損害保険業の公表事項のうち配当率、配当性向、内部留

保率（年次別調査））、学校教員統計（教員個人調査）、毎月勤労統計（産業、規模及び一人平均きまって支給する給

与階級別事業所数）、建築着工統計（用途別、構造別、大都市別表等）、鉄道車両等生産動態統計（車種別改造・修

理総計）、経済産業省企業活動基本統計（社外取締役の有無）

【今後の対応】
計画変更により対応済もしくは集計事項の必要性を再検討し、集計事項の取扱いを決定す

る。公表については、速やかに実施。 ３



点検結果及び今後の対応 ③

〇その他手続等の問題があるもの

〇都道府県における抽出作業の手順が、国が示した手順と細部において相違していたもの
統計名 概要及び今後の対応

建築着工統計
（国土交通省）

【概要】
一部の都道府県における抽出作業の手順が、国土交通省が示している手順と細部において相違して

いた（抽出の出発番号や抽出間隔が異なる等）。

【今後の対応】
当該都道府県に対して改めて適切な手順で抽出するよう指示する。

問題と今後の対応 統計名

計画変更手続
の未実施

標本抽出に用いる母集団名簿を新しいものに変更したが、
総務大臣への変更申請手続が行われていなかった
⇒調査計画の変更手続を実施

１統計
・商業動態統計（経済産業省）

告示が未修正
標本抽出方法を示す告示において、必要な修正が行われ
ていなかった
⇒告示の修正を実施

１統計
・建築着工統計（国土交通省）

公表期日の遅延

調査結果の公表が、調査計画上の公表期日から遅延
⇒期日どおりの公表を行う等

１４統計
・学校教員統計、社会教育統計（文部科学省）
・薬事工業生産動態統計、医療施設統計、患者統計（厚生労働省）
・牛乳乳製品統計、農業経営統計（農林水産省）
・経済産業省企業活動基本統計（経済産業省）

・建築着工統計、自動車輸送統計、港湾統計、造船造機統計、鉄道車両
等生産動態統計、法人土地・建物基本統計（国土交通省）

公表方法の変更

計画上の公表方法（インターネット、印刷物等）のうち、実
施していないものがある
⇒計画どおりの公表方法を実施済もしくは調査計画の変
更手続を実施等

４統計
・ガス事業生産動態統計（経済産業省）
・自動車輸送統計、港湾統計、造船造機統計（国土交通省） ４



〔参考〕基幹統計（56）の一覧

府省名 基幹統計名 府省名 基幹統計名

内閣府 ・国民経済計算（注１）

農林水産省

・農林業構造統計

総務省

・国勢統計 ・牛乳乳製品統計

・住宅・土地統計 ・作物統計

・労働力統計 ・海面漁業生産統計

・小売物価統計 ・漁業構造統計

・家計統計 ・木材統計

・個人企業経済統計 ・農業経営統計

・科学技術研究統計

経済産業省

・工業統計

・地方公務員給与実態統計 ・経済産業省生産動態統計

・就業構造基本統計 ・商業統計

・全国消費実態統計 ・ガス事業生産動態統計

・社会生活基本統計 ・石油製品需給動態統計

・経済構造統計（注２） ・商業動態統計

・産業連関表（注１）（注３） ・特定サービス産業実態統計

・人口推計（注１） ・経済産業省特定業種石油等消費統計

財務省 ・法人企業統計 ・経済産業省企業活動基本統計

国税庁 ・民間給与実態統計 ・鉱工業指数（注１）

文部科学省

・学校基本統計

国土交通省

・港湾統計

・学校保健統計 ・造船造機統計

・学校教員統計 ・建築着工統計

・社会教育統計 ・鉄道車両等生産動態統計

厚生労働省

・人口動態統計 ・建設工事統計

・毎月勤労統計 ・船員労働統計

・薬事工業生産動態統計 ・自動車輸送統計

・医療施設統計 ・内航船舶輸送統計

・患者統計 ・法人土地・建物基本統計

・賃金構造基本統計

・国民生活基礎統計

・生命表（注１）

・社会保障費用統計（注１）

（注１）基幹統計のうち、「統計調査以外の方法により作成する統計」（いわゆる加工統計）に該当する。（計６統計）
（注２）経済構造統計は、総務省及び経済産業省の共管である。

（注３）産業連関表は、総務省の外、内閣府、金融庁、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、
国土交通省及び環境省も作成者となっている。
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